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株主各位 
 

 

第29回定時株主総会資料 
 

（交付書面に記載しない事項） 
 

 

 次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づ

き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載してお

りません。 

 

⑴ 第29期連結計算書類の連結注記表 １頁 ～ 10頁 

⑵ 第29期計算書類の個別注記表 11頁 ～ 15頁 

 

 なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株

主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一

律でお送りいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ジェイテック
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連結注記表 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

⑴ 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

・連結子会社の数 １社 

・連結子会社の名称 株式会社ジェイテックアドバンストテクノロジ 

・連結の範囲の変更 該当事項はありません。 

② 非連結子会社の状況 

・非連結子会社の数 １社 

・非連結子会社の名称 IDEAL POSITIVE SDN.BHD. 

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影

響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しており

ます。 

 

⑵ 持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した非連結子会社の状況 

該当事項はありません。 

② 持分法を適用しない非連結子会社の状況 

・持分法を適用しない 

 非連結子会社の数 １社 

・非連結子会社の名称 IDEAL POSITIVE SDN.BHD. 

・持分法を適用しない理由 持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等か

らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に

及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。 

 

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。 
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⑷ 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  有価証券  

・その他有価証券 

 市場価格のない株式等 

 以外のもの 

 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 定率法 

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備については、定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物附属設備       15年 

工具、器具及び備品  ３～20年 

ロ．無形固定資産 定額法 

なお、自社利用ソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の

うち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており

ます。 
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④ 重要な収益及び費用の計上基準 

当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点

は以下のとおりであります。 

イ．派遣事業 

個別派遣契約に基づいて知財（技術力・専門知識・知恵）を伴う派遣労働者によるサ

ービスを提供する履行義務を負っております。これらの履行義務は、一定の期間にわた

り履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識してお

ります。 

ロ．請負/業務委託事業 

請負（業務委託）契約によって完成品（成果物）を提供する履行義務を負っておりま

す。これらの履行義務は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義

務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。 

ハ．物品販売事業 

主に物品の販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務

を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品

に対する支配を獲得して充足されると判断し、履行義務が充足される一時点で収益を認

識しております。 

 

当社グループの取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約

に重要な金融要素は含まれておりません。 

 

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

イ．退職給付に係る負債の計上基準 

退職給付に係る負債は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

なお、連結子会社については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し

ております。 
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２．会計方針の変更に関する注記 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。 

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」

という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該

会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。 

 

3．会計上の見積りに関する注記 

⑴ 繰延税金資産の回収可能性 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 74,427千円 

② その他の情報 

当社グループは、将来減算一時差異に対して、将来の課税所得が見込まれる範囲で繰延

税金資産を計上しております。将来の課税所得の見積もりは、事業計画を基礎として行っ

ており、そこでの主要な仮定は、技術職知財リース事業における売上高などで、その主な

構成要素は稼働人数、稼働率、単価であります。 

繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内

で認識しております。 

課税所得が生じる可能性の判断においては、当社グループの主要顧客である国内製造業

各社等、働き方改革の影響による稼働時間の抑制などは続くも、IoT関連技術、第５世代

移動通信システム関連技術、次世代自動車関連技術、ロボット技術、AI関連技術等の最新

技術を含めた開発需要は依然旺盛と予測されるため、当社グループに対するテクノロジス

ト需要は底堅いものと見られ、当連結会計年度末時点において入手可能な情報から判断し

た結果、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理的に見積り、算定しております。 

これらの見積りは将来の不確実な経済状況や会社の経営状況の影響を受け、実際に生じ

た時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認

識する金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変

更された場合にも、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影

響を与える可能性があります。 
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4．連結貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額 53,206千円 

上記の金額には減損損失累計額が7,724千円含まれております。 

 

5．連結損益計算書に関する注記 

  特記すべき事項はありません。 

 

6．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式    8,572,400株 

 

⑵ 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数 

普通株式    565,700株 

 

⑶ 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

決 議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効力発生日 

2 0 2 4 年 ６ 月 2 7 日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 39,928千円 ５円 2024年３月31日 2024年６月28日 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効力発生日 

2 0 2 5年６月2 7日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 80,067千円 10円 2025年３月31日 2025年６月30日 
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7．金融商品に関する注記 

⑴ 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

資金の運用及び調達については資金管理規程に基づき行われております。 

当社グループは、資金計画に照らして必要な資金を主に銀行借入で調達しておりま

す。また、デリバティブは、リスクヘッジ目的での取引を除き禁止しており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びリスク 

営業債権である売掛金及び電子記録債権は顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は全て株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

敷金及び保証金は事務所の賃貸借契約に係る敷金及び保証金として差入れており、差

入先の信用リスクに晒されております。 

長期借入金は主に今後の事業拡大に備えた資金調達であり、返済期限は決算日後５年

以内であります。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

   イ．信用リスクの管理 

当社グループは営業管理規程に従い、営業債権について、入金に基づき速やかに消

し込み作業を行い、未回収の営業債権について適切な措置を講ずるよう営業担当部署

に対し、注意喚起を行っております。 

営業担当者及び営業所長は、つねに入金遅延顧客を把握し、営業債権の早期回収の

ための適切な措置を行うよう努めております。 

   ロ．資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社グループは、財務担当者が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手

許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。 
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⑵ 金融商品の時価等に関する事項 

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。 

（単位：千円） 

 
連結貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

① 投資有価証券    

その他有価証券 5,031 5,031 － 

② 敷金及び保証金 12,248 6,921 △5,326 

資産計 17,280 11,953 △5,326 

① 長期借入金 82,857 80,768 △2,088 

負債計 82,857 80,768 △2,088 

（注）１．「現金及び預金」「売掛金」「電子記録債権」「未払金」「未払法人税等」「未払消費税

等」及び「預り金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから、記載を省略しております。 

（注）２．敷金及び保証金（連結貸借対照表計上額19,705千円）は時価があるものでないため、

時価開示の対象としておりません。 

（注）３．長期借入金は流動負債と固定負債を合算しております。 

 

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

長期借入金 62,962 19,895 － － － － 
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⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

 その他有価証券     

  株式 5,031 － － 5,031 

資産計 5,031 － － 5,031 

 

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

敷金及び保証金 － 6,921 － 6,921 

資産計 － 6,921 － 6,921 

長期借入金（１年内返

済予定含む） 
－ 80,768 － 80,768 

負債計 － 80,768 － 80,768 
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(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

 

敷金及び保証金 

敷金及び保証金の時価の算定は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切指標に基

づく利率で割り引いた現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。 

 

長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
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8．収益認識に関する注記 

⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

  (単位：千円) 

 

報告セグメント 

合計 技術職知財 

リース事業 

一般派遣及び 

エンジニア 

派遣事業 

一時点で移転される財 

又はサービス 
3,169 ― 3,169 

一定の期間にわたり移転される

財又はサービス 
3,389,837 － 3,389,837 

顧客との契約から生じる収益 3,393,007 － 3,393,007 

その他の収益 ― ― ― 

外部顧客への売上高 3,393,007 － 3,393,007 

 

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

１.（4）④「重要な収益及び費用の計上基準」をご参照ください。 

 

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は21,619千円であり、

当社グループは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて1年の間で収益を認識

することを見込んでおります。 

 

9．１株当たり情報に関する注記 

⑴ １株当たり純資産額 177円22銭 

⑵ １株当たり当期純利益 28円52銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

 有価証券 

イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

ロ．その他有価証券  

・市場価格のない株式等 

 以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 定率法 

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備については定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物附属設備       15年 

工具、器具及び備品  ３～20年 

 

ロ 無形固定資産 定額法 

なお、自社利用ソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。 
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⑶ 引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の

うち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま

す。 

ハ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日

における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。 

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 

 

⑷ 収益及び費用の計上基準 

連結注記表の１．(4)④「重要な収益及び費用の計上基準」をご参照ください。 

 

⑸ その他計算書類の作成のための基本となる事項 

退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額

の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら

の会計処理の方法と異なっております。 
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２．会計方針の変更に関する注記 

連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

⑴ 繰延税金資産の回収可能性 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 48,521千円 

② その他の情報 

当社は、将来減算一時差異に対して、将来の課税所得が見込まれる範囲で繰延税金資産

を計上しております。将来の課税所得の見積もりは、事業計画を基礎として行っており、

そこでの主要な仮定は、技術職知財リース事業における売上高などで、その主な構成要素

は稼働人数、稼働率、単価であります。 

繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内

で認識しております。 

課税所得が生じる可能性の判断においては、当社の主要顧客である国内製造業各社等、

働き方改革の影響による稼働時間の抑制などは続くも、IoT関連技術、第５世代移動通信

システム関連技術、次世代自動車関連技術、ロボット技術、AI関連技術等の最新技術を含

めた開発需要は依然旺盛と予測されるため、当社に対するテクノロジスト需要は底堅いも

のと見られ、当事業年度末時点において入手可能な情報から判断した結果、将来獲得しう

る課税所得の時期及び金額を合理的に見積り、算定しております。 

これらの見積りは将来の不確実な経済状況や会社の経営状況の影響を受け、実際に生じ

た時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の計算書類において認識する金

額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更された

場合にも、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性

があります。 
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４．貸借対照表に関する注記 

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 

   上記の金額には減損損失累計額が7,724千円 

   含まれております。 

 

53,223千円 

⑵ 関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権 12,550千円 

② 短期金銭債務 5,172千円 

 

５．損益計算書に関する注記 

 ⑴ 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 199,195千円 

売上高 120,000千円 

売上原価 58,345千円 

販売費及び一般管理費 20,850千円 

  

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 

普通株式 565,700株 

 

７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金損金算入否認 36,242千円 

賞与引当金に係る法定福利費否認 5,619千円 

未払事業税 3,353千円 

退職給付引当金損金算入否認 65,904千円 

減損損失 1,886千円 

その他 5,708千円 

小 計 118,716千円 

評価性引当額 △68,845千円 

繰延税金資産合計 49,871千円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △1,349千円 

繰延税金資産の純額 48,521千円 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社等 

      （単位：千円） 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 
株式会社ジェイ
テックアドバン
ストテクノロジ 

所有 
直接100％ 

経営管理契
約の締結、
役員の兼任 

経営管理料 
(注) 

120,000 売掛金 11,000 

（注）経営管理料については、経営活動全般に関する指導、助言に対する対価として業務の内容

を勘案し決定しております。 

 

９．収益認識に関する注記 

（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表に同一の内

容を記載しているため、注記を省略しております。 

 

10．１株当たり情報に関する注記 

⑴ １株当たり純資産額 122円52銭 

⑵ １株当たり当期純利益 19円40銭 

 

11．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 


